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１．目的 市役所の事務・事業に伴い排出される温室効果ガスの削減等に取り組み、環境負荷の少ない持続的 

に発展する低炭素社会の形成を図る 

２．計画期間 ２０１６年度～２０２４年度 

３．基準年度 ２０１３年度 

４．対象範囲 本市が実施する全ての事務・事業 

５．対象となる温室効果ガス 二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、フロン等 

６．温室効果ガス排出量の削減目標 ２０２４年度までに２０１３年度比で 13.3％（9,317t-CO2）の削減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

  
廃棄物の焼却

67.5％

電気の使用

21.9％

燃料の使用

（車両を除く）

3.9％

車両の使用

4.4％
下水等の処理

2.4％

排出要因の構成比

第２次佐賀市地球温暖化対策実行計画 
環境の保全等に関して 

講じた施策の実施状況 

第２次佐賀市地球温暖化対策実行計画（事務事業編） 

計画の概要 

排出要因別の削減目標 

計画の進捗状況 

2019 年度の温室効果ガス排出量は、63,919t-CO2であり、基準年度の 2013 年度と比べると、

9.9％減少しています。前年度より電気の使用量は減少していますが、電気事業者の排出係数が上昇

したため、前年度より温室効果ガス排出量が増加しています。 

  佐賀市環境マネジメントシステムを運用

し、庁用自動車の使用抑制、資源の有効利

用、省エネルギーの推進、職場から排出さ

れるごみの減量等の環境行動を定め、実施

に努めるとともに、佐賀市一般廃棄物処理

基本計画や佐賀市バイオマス産業都市構

想等の関連計画に基づく取り組みを計画

的に実施します。 
 

排出要因
2013年度の温室
効果ガス排出量の
実績（t-CO2）

2024年度の温室
効果ガス排出量の
目安（t-CO2）

増減率

廃棄物の焼却 37,437 35,610 △4.9％

電気の使用 24,760 18,056 △27.1％

燃料の使用
（車両を除く）

4,575 3,950 △13.7％

車両の使用 2,682 2,440 △9.0％

下水等の処理 1,477 1,459 △1.2％

合計 70,932 61,515 △13.3％

(t-co2) 

 

※2018 年度の排出量について、エネルギー使用量の修正があったため再計算しています。 
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１．目的 地球温暖化対策が、温室効果ガスの排出抑制だけでなく、防災や減災、地域資源の活用など、地域

の魅力向上につながり、環境・経済・社会の統合的な向上に資するような施策の推進を図る。 

２．計画期間 2019 年度から 2030 年度までの 12 年間 

３．基準年度 2013年度 

４．対象区域 佐賀市全域 

５．対象となる温室効果ガス 二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、代替フロン類 

６．温室効果ガス排出量の削減目標 2030年度までに 2013 年度比で 27％（551.4千 t-CO2）の削減 

※2020 年 10 月に「ゼロカーボンシティさがし」を表明し、2050 年までに温室効果ガス排出量実質ゼロを

目指すため、2030年度の削減目標も見直しを予定しています。 

 

 

 

第２次佐賀市地球温暖化対策実行計画（区域施策編） 

計画の概要 

佐賀市の温室効果ガスの排出量の推移 
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計画の取組内容 

資料：「温暖化から日本を守る 適応への挑戦 2012」、環境省 

温室効果ガスの排出を抑制する「緩和策」と、温暖化の影響に対して自然や人間社会の在り方を調整する「適応

策」の２つの方向性で進めていきます。 

 

緩
和
策

①再生可能エネルギーの導入と利用
の最適化
②家庭、事業活動での省エネの促進
③地域環境の整備・向上
④廃棄物の発生抑制と循環型システ
ムの普及

適
応
策

①農林水産業　②水環境・水資源
③自然生態系　④自然災害
⑤産業・経済活動　⑥健康
⑦市民生活

※温室効果ガス排出量算定資料の一つである「都道府県別エネルギー消費統計」の値が過去に遡って改められたことから、

佐賀市の過去の排出量についても再計算しています。 


